
事業活動におけるコストの変動
１．コストの変化（前年同月比）

図表２　コストの変化（前年同月比）　

図表３　コスト増加の最大の要因

注）コストの変化（前年同月比）（図表２）で「増加」と回答した企業のうち無回答等を除き集計。
 　（　）内は前回調査（令和６年２月）の数値。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。

注）無回答を除き集計。　（　）内は前回調査（令和６年２月）の数値。
　　四捨五入のため合計が100%にならない場合がある。

増加 変化なし 減少 不明

0 20 40 60 80 100  （％）

全体

製造業

卸売業

小売業

サービス業

n

２．コスト増加の最大の要因
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　前年同月と比較した 2024 年（令和６年）２月の生産や販売、サービス提供に要する
コストの変化を全体でみると、「増加」が 49.8％（前回調査 48.8％）と最も高く、「変化な
し」が 41.3％（同 40.8％）、「減少」が 5.9％（同 6.7％）の順で続いた。

　生産や販売、サービス提供に要するコスト増加の最大の要因を全体でみると、「原材
料価格」が 47.0％（前回調査 51.2％）と最も高く、「人件費」が 28.4％（同 27.9％）、「エネル
ギー価格」が 13.4％（同 12.1％）、「為替の変動」が 7.8％（同 7.1％）の順で続いた。
　業種別にみると、製造業は「原材料価格」が 63.7％（同 60.6％）と最も高い。他の業種に
比べて小売業は「エネルギー価格」の 16.7％（同 11.9％）と「為替の変動」の 13.3％（同
9.9％）が高く、サービス業は「人件費」が 43.3％（同 45.5％）と高い。

地方工場の製造ラインの新規人材不足は明らか。早急な対応が必要と考える。
 （窯業・土石製品製造業）
町工場界隈では、廃業する会社が何件か出てきている。後継者がいない、人材確
保出来ない諦め廃業に近い。 （金属被覆・熱処理製造業）
大都市圏等との賃金格差情報に若者の関心が集まり、地域内での人材確保の熾烈
さが増している。今後の人材確保に大きな影響が出てくるものと思う。また、熟
練工の退職と、中間工員と新人とのジェネレーションギャップに苦労している。
 （自動車・同附属品製造業） 
他業種の賃金上昇で、人材確保も困難になりつつあり、人手不足が常態化してい
る。 （各種食料品小売業）
人材の確保及び人件費の増加が経営を厳しくしている。 （コンビニエンスストア）
政府からの賃上げ圧力はすごいものがあるが、中小企業はどのように対応してい
る、また対応するつもりなのか。１～２％ならまだしも５％超となると、やはり
困難。 （その他土木建築サービス業）
中途採用が取りづらくなった。 （事務用機器他賃貸業）
中小の病院を対象に職業紹介を行っているが、常勤者の採用がとても難しくなっ
ていると相談を受けることが増えた。 （職業紹介業）
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